
 

 

様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 障害福祉サービス給付データの定期的な分析調査 

事 業 目 的 

 障害福祉サービス等の給付実態に関しては、国保連データに基づく集

計・分析を実施しているところであるが、報酬改定や障害者総合支援法の 3

年後見直しに活用するためには、地域別集計やサービス間のクロス集計等

により詳細な分析が必要である。 

 そのため、今後の利活用に資することを目的に、障害福祉サービス等給

付データに関する定期的な分析調査として月次・年次の集計表を作成する。 

事 業 概 要 

 本事業に当たっては、以下の 2つの業務を実施した。 

①集計表の設計 

 介護分野における給付費等に係る既存のデータベースや統計について整

理した結果を基に、本事業で集計に用いる障害者自立支援等実績データで

集計可能な集計表を設計した。 

②集計の実施 

 本事業では、障害者自立支援等実績データにおける平成 30 年４月サービ

ス提供分～11 月サービス提供分の計 8 ヶ月分のデータを対象として集計を

行った。集計に当たっては、各月ごとの月次の集計および 8 か月分のデー

タを合算した年次の集計を実施した。 

事業実施結果 

及び効果 

 介護保険総合データベースと障害関連データの比較の実施や介護分野の

既存の統計等について情報を整理した。 

 整理した情報を基に、以下の３種類の集計を実施した。また、集計に当

たっては、都道府県別・障害区分別・障害支援区分別・所得区分別等のク

ロス集計を実施した。 

■利用者に係る集計：サービス利用者数、サービス利用者における平均障

害支援区分・重度者割合、等 

■費用に係る集計：総費用額・給付費・利用者負担額、等 

■その他集計：事業所数、支給決定者数 

 結果の詳細については、今後の検討の基礎資料として活用できるよう、

報告書にとりまとめた。 

事 業 主 体 

郵便番号：101-8443 

所 在 地：東京都千代田区神田錦町二丁目３番地 

法 人 名：みずほ情報総研株式会社 

電話番号/E-MAIL：03-5281-5404 /nozomi.futaki@mizuho-ir.co.jp 

 （注） 

１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、分

かりやすい表現に努めること。 

 ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を必ず

提出すること。 

 ３ 「事業目的」､「事業概要」、「事業実施結果及び効果」について、それぞれ２５０字程度で簡潔に記入す

ること。 

  


